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少子化・社会保障対策の不効率性とその打開案
──家族省の設立──
佐 藤 晴 彦
少子化対策や社会保障施策の効率性の検証とその打開策を検討した。
少子化対策については，政府施策は無効性が少なく，重複額も小さかった。しかし，全
体的にバランスが取れていたかどうかという点では，外面性（夫婦の共有時間，保育，家
計収入)
1)
からも内面性（結婚の価値観，夫婦関係，子供を持つことの価値観)
2)
からも評
価は低く，体系性に欠けていた。この意味では効率が悪い施策だったと言える。
社会保障対策については，少子・高齢化の進行，非正規社員の増加，女性のワーク・ラ
イフ・バランス問題，高齢者の就業問題に対応した改革は，一筋縄で進めるのは至難の業
である。
これらは家族にまつわる問題であるが，案件はさまざまであり，それに対応すべき法律
もさまざまとなる。それをスムーズに進めるためには家族を見立てた家族省の立場から進
めるべきである。そうすれば，諸事案の解決は，体系的に構築され，さらにつつの解
決案には，重要度の順位を付けやすい。それが可能となれば，アジェンダが設定され，法
案化には効率的に運ばれうる。
は じ め に
「子ども・子育てビジョン」政策などによって，合計特殊出生率
3)
は1.26から1.46
（2005〜2016年）へと上昇した。しかしながら今なお，合計特殊出生率は人口置換水準
4)
か
らみると低い水準から脱し切れたとは言えない状況である。合計特殊出生率が，期待される
ほどの水準
5)
にならなかったのは，晩婚化やタイミング効果が集積した結果等だと考えられ
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1) 図 1-1-1 参照のこと。
2) 図 1-1-2 参照のこと。
3) その年次の15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの。
4) 人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率の水準のこと。現在のわが国の人
口置換水準は，2.07となっている。
5) 合計特殊出生率が「人口置換水準」であるおよそ2.07まで回復することが期待される。
てきた。
先行研究（佐藤，2016a）では，少子化傾向の回復に向けた政府施策が極めてアンバラン
スなものとなっていることが理解できた。すなわち，政府の少子化対策は，家計の援助，保
育に関わる施策については充実しているものの，内面的な夫婦関係に関わる施策，心理的負
担，結婚することの価値観，夫婦が共有する時間についてはまだ手薄であった。
本稿は，そこで得られたアンバランスな政府施策の検証結果を念頭に置いて以下の研究を
進める。
この研究の第目的は，女性のライフステージごとに，どのような場面で何が必要なのか
を調べることである。
政府施策が，なぜアンバランスになっているのかをさらに身近に知るためには，女性のラ
イフステージごとの子供養育の状況とそこへの必要性は何かを見極めるべきである。
その結果から，支援のアンバランスの改善に向けた検討を行いたい。
第番目の目的は，社会保障制度改革案をスムーズに法案化する方法を考察することであ
る。
佐藤（2017ab）では，社会保障制度の即急な制度改革が求め，バランスの取れた政策の
構築，スムーズな法案化のためには，家族省の設立を挙げた。本研究では，その理由につい
て考察する。現実的には法案化の過程で，（上記の少子化・夫婦の関係だけでなく）社会保
障全般にわたっても，挙げられた諸案がバラバラになっているのではないか，省庁が諸案
を一手に司った方が効率的に進めることができるのではなかろうかということを検討する。
すなわち，家族にまつわる案件と法案の作成を容易に進めるために，各事案には，重要度
が付されるべきである。上記の少子化回復案にまつわる諸事案，ならびに社会保障制度に関
わる諸案は，体系的に構築されるべきで，それら施策の実行においては順序が付されている
べきである。法案通過・可決はそうして初めて，効率的に運ばれうる。それを可能にできそ
うかどうかについて考えたい。
つまり，本稿の第目的は（少子化の回復にまつわる）女性のライフステージごとの夫婦
関係，ならびにその際に求められる問題の明確化，第目的は，それを，社会保障制度改革
や少子化対策など政府の立場から可能にするために，スムーズかつ効率的な法案化過程の方
法を研究することである。
なお，本稿でいう効率性とは，ここでの政策がどの程度体系的であるのか，政策実現の施
策に順序付けがどの程度なされうるか，政策実現のために無駄や重複がどの程度無いのか，
法案化の過程がスムーズであるのかを問うものとする
6)
。
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6) 一般的に，効率性とは，ある価値や目的を実現するために，無駄や重複がないことを意味する。
．政府施策のバランス度の検証
1-1 少子化，出産意図要因からみた政府施策のアンバランス改善
政府の支援は進められてきたのに，少子化対策の効果が十分に上がらなかったのは，つ
つの対策が有意義なものであっても，各種の対策の連携が悪いからである（兼清，2005：
山口，2006：佐々井，2007）。
そのような状況から，政府施策は検証されなければならず，その検証結果に基づく考え方
や支援方針を明らかにしなければならない。本章はそれを確認したい。
⑴ 出産意図に影響を与える主要因（分類化）
結婚後の出産数は，夫婦の出産意図が主な要因となる（山口，2005：2006）。
カップルが結婚生活を始めてから，出産意図に与える要因をさらに詳しくみると，夫婦が
ともに過ごす時間があってこそ夫婦の営みができるのであり，子供が生まれることになる
（表 1-1 の a）。また，子供が生まれ，子供を育てるためには，養育するための親，あるいは
親に代わる保育士・幼稚園の先生など，保育者が必要不可欠な存在となる（表 1-1 の b）。
さらに，生まれた子供の養育のためには，その費用に見合う収入が欠かせない（表 1-1 の
c）。その収入によって子育てに必要なものの購入や教育，必要なサービス（保育サービス・
医療サービスなど）を受けることが可能となる。最後に子供を育てるため場所・スペース
（表 1-1 の d）を備えて，子供を持つ意図が生じる。
出産意図を持つためにおのずと生じるこれらの要因が満たされていれば，出産意図ひいて
は出産数が増加していくと考えられる。逆にこれらの要因が，施策を通しても満たされなけ
れば出産意図は難しくなるだろう。
その他の要因（表 1-1 の e〜h）も入れて分類化すると，出産意図は以下（表 1-1 ）のよ
うに，要因に分類され，公的支援を加えると要因になる。
現実的にはこれらの要件の中のいくつかが厳しい場合，出産意図は，そのことに左右さ
れ，弱められると仮定される
7)
。
⑵ 内面・外面性，各ライフステージを含めた，出産意図に影響を与える主要因
出産意図に及ぼす要因をより現実的に捉えるために，外面的な観点の他に内面的な観点か
ら捉え，さらに出産意図に関わるライフステージをつの局面（A.出産意図を持つ，B.子
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本稿では，これらに加えて目的に沿って施策が体系的であるかどうか，目的に沿って施策に順序付
けがあるかどうか，さらに法案化の過程がスムーズであるかどうか，を問う。
7) もちろん，各カップルの出産は，出産意図の他，結婚期間が妊娠期間より短い出産，いわゆる
“出来ちゃった婚”の結果，さらには結婚後，意欲はなかったが出来てしまった結果などが考えられ
る。本研究は，これらのうち出産意図による場合で進める（佐藤，2012c）。
供を産む，C.子供を育てる）から考察した。
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表 1-1 出産意図にかかわる主要因とその例
(出所) 佐藤（2012c）参考，（2016a）表をもとに作成。
ｆ．内面的な夫婦関係
若いカップル，子育て世代への安心優遇住宅支援ｄ．スペース
待機児童解消支援ｂ．保育者の存在
ｉ．社会的支援
ｇ．子供を持つことの価値観
ａ．夫婦が共有する時間
医療，福祉，就業支援，ａ〜ｈについての支援
子供を持つことについての価値観，教育
ｃ．家計収入
結婚についての価値観，教育
子供手当
短時間正社員制度導入，テレワーク普及促進等
具体例
職場や家庭内で生じる不安・ストレス解消のための支援センター拠点
事業
ｈ．心理的負担
夫婦についての価値観，教育
要因プラス社会的支援
ｅ．結婚することの価値観
表 1-2 内外両面性・つのライフステージからみた要因＆社会的支援の区分
(注) 列〜	列目の，の数値は，内面性を，外面性をとおいたものである。
g1C.
f1C.ｆ．内面的な夫婦関係
d2：外面性
e1C.
d2C.ｄ．スペース（部屋数等）
b2：外面性
c2C.
b2C.ｂ．保育者の存在
a2C.
ｉ．社会的支援
C.子供を育てる
ｇ．子供を持つことの価値観
ａ．夫婦が共有する時間
b2B.
a2B.
B.子供を産む
i1 ：内面性
g1：内面性
ｃ．家計収入
e1：内面性
c2：外面性
a2：外面性
h1：内面性
i1C.
h1C.ｈ．心理的負担の存在
f1：内面性
g1A.
f1A.
e1A.
d2A.
c2A.
b2A.
a2A.
A.出産意図を持つ
i1B.
h1B.
g1B.
f1B.
e1B.
d2B.
c2B.
i2(2)B.i2(2)A.i2 ：外面性i(2) 医療的立場からの支援
i1(1)C.i1(1)B.i1(1)A.i1 ：内面性i(1) 心理的負担軽減のための施策
i2C.i2B.i2A.i2 ：外面性
i1A.
h1A.
i2(4)C.i2(4)B.i2(4)A.i2 ：外面性i(4) 各種対策の連携，総合対策
i2(3)C.i2(3)B.i2(3)A.i2 ：外面性i(3) 企業への取り組み
i2(2)C.
ｅ．結婚の価値観
1-2 政府施策の検証
以下は，出産意図に関わる夫婦の生活上の上記つの出産意図の意識をもとに，番目の
「公的支援」となる「子ども・子育てビジョンにおける主要施策」は，これに適った政策を
打ち出したのだろうか，ということについて検証したものである。検証の結果，政府施策
は，妥当と言えたが，全体的にアンバランスな施策であった（佐藤，2016a，図参照）。
また，政府施策予算額の無効性・重要性を検証した結果，全体的に無効な施策は少なく，
小さい（佐藤，2016a，図参照）。また，重複している施策は，額面としては相対的にかな
り小さいことが分かった（佐藤，2016a，図
参照）。
⑴ 出産意図基準に再編成した政府施策の検証
そこでは，先に挙げた出産意図基準に，その政府諸施策が連携して出産意図が生じる手助
けになっていたのかを検証した。
次に，政府施策が出産意図分類でみて，内外両面性，ライフステージに見合った形とな
っているかどうかを検証した（図 1-1-1 ）。
検証の結果，政府施策は家計の費用・収入に関する施策に力を入れている（c：家計収
入）。次に保育に関わる施策（b：保育者の存在）と内面的な夫婦関係（f）に関わる施策は，
額面小さいが，それ（家計収入）の次の順位となっている。他の分類項目への施策は極めて
少ないことから，全体的に連携という観点からアンバランスであった。
12の政府施策をさらにつのライフステージ（A，B，C）から外面的にみると（図
1-1-1 ），ステージ A・B・Cのうち，Cの子育て期のために多額の予算を組んでいる。内
面的にみると（図 1-1-2 ），子供を産むときのための時期（B）に合わせて，多い予算を組
んでいることが分かる。これに対して A出産意図段階への取り組みは相対的に極めて少な
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2500000
A.出産意図を持つ B.子供を産む C.子供を育てる
507.7 507.7 507.716 16
544,952
9,978 25,709
2,415,537
0 0 0
（単位：100万円）
a；夫婦が共有する時間（外面性）
b；保育者の存在（外面性）
c；家計収入（外面性）
d；スペース（外面性）
(出所) 佐藤（2016a）図(1)引用。
図 1-1-1 つのライフステージからみた政府施策予算：出産意図分類（
外面性）別
い（佐藤，2016a）。
図 1-1-2 の A，すなわち内面性からみると「結婚することの価値観」「子どもを持つこと
の価値観」，「心理負担」についての対応策は極めて不十分である。
夫婦が出産意図を持つためには，それに関わる要因すべてが，バランスよく満たされてい
なければならない。しかし，これらのうち満たされていない項目があると出産意図を持つた
めには不足となる。特に，夫婦が一緒にいる時間，心理的負担の軽減については，ワーク・
ライフ・バランス，不安・ストレス解消といった観点から，取り上げられてはいるものの，
施策は十分ではない。また，子どもを出産する前の取り組みが必要である。価値観だけでは
なく，心理的負担の克服方法についての取り組みが，教育・カウンセリングなどを通して必
要である。
以上のような政府施策に対して，利用者は社会的支援の必要性の十分・不十分さを実感し
ている。また，「子供を持つことの価値観（g）」「家計収入（c）」についても利用者は実感
している。
しかし，不安・ストレス等「心理的負担」への支援，内面的夫婦関係（e），結婚すること
の価値観については，支援を実感していないことが理解される（佐藤，2016a，図参照）。
1-3 ライフステージごとの夫婦・企業・政府の対応
上記では，夫婦のライフステージを「A.出産意図を持つ」「B.子供を持つ」「C.子供を育
てる」の段階でみた。ここでは，現実的でより詳細なライフイベント
8)
の立場から家族が
要求し，ひいては施策の必要性があるものを体系的な施策にできるかどうかを考察する。
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8) ライフステージを示す各イベント。
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A.出産意図を持つ C.子供を育てるB.子供を産む
18 18 18181
438,667
13,09679 0 1132,066
16,196 7,778
（単位：100万円）
e；結婚することの価値観（内面性）
f；内面的な夫婦関係（内面性）
g；子供を持つことの価値観（内面性）
h；心理的負担
(出所) 佐藤（2016a）図(2)引用。
図 1-1-2 ライフステージからみた政府施策予算：出産意図分類（
内面性）別
ライフステージ項目を，詳細に表 1-3-1 ，1-3-2 ，1-3-3 の各表の第行にとり
9)
，「家族
内での夫婦の対応」「企業の対応」「公的対応」は各表の第列に表記した。そして，ライフ
ステージのイベントごとに，なすべき各家庭での対応，各企業の対応，公的対応を考察し
た。それが表 1-3-1 ，1-3-2 である。
⑴ 夫婦のライフステージごとの負担状況
表 1-3-1 は，外面的なものとして（表では［外面性］と表記），子供のライフステージご
とに，良好な夫婦間のやり取り内容や，逆にいかに負担となるものがあるかを示したもの
（表の第行には各ライフステージの名称を表示）である。表の縦列目は「家族内での夫
婦対応」「企業対応」「公的対応」に区分して表示した。
例えば，夫婦がうまくいっているケースの特徴（第行列目）は，「性的な関係を持ち
続けることが，二人の関係を維持する上で必須であること」，あるいは「セックスレスでも
うまくいっている夫婦は共通の趣味を持ち，同時に別の世界と友人関係を持つことを認め合
う友愛的な親密関係を持っていること」である。これらの望ましい関係は，「結婚」から子
供の「大学時」（「これらの望ましい」関係は生涯もとめられるが……）まで求められるもの
である（第行に表記）。ここでは，目指すべきという意味で，「結婚時」から「大学時」ま
で入れてある。
第
行目は（子供がいる家庭では）現行収入で家計を維持できるのかをみた。ほとんどの
家庭では子供手当などの補助を求めている。
第	行列目の「外の仕事」「家の中の子育て」のつの面は，子供の養育，特に「保育
園時」「幼稚園時」「小学生時」につとも深く関わっていることが分かる。「中学生時」か
ら「大学生時」まではほぼ「収入」のみが関わっており基本的に思い負担となっている。
第行列目の「子育て・家事・育児の役割分担」は，「出産時」から「小学生時」まで
の夫・妻の分担度を尋ねている。「中学生時」あたりからは，子供の「アイデンティ｣
10)
の確
立にどう関わりを持ち協力したかについての，子供への貢献度が問われる。
「企業の対応」（表 1-3-1 ，第から第行列目）は，企業が子供のライフステージごと
にいかに取り組むべきか，その項目内容を示したものである。妻の「勤務体制（短時間勤務
制度・フレックスタイム制）」「育休制度」の有無，「夫の育児休暇」「夫婦のワーク・ライ
フ・バランス」の両立がうまくできるかどうかについて，特に「保育園時」から「小学時」
までは大きく注目されるところである。
「保育園時」から「小学生時」まで，勤務体制として，「残業の自粛」があるかどうか，政
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9) 「結婚」〜「（子供が）大学時」までを項目とした。
10) ≒自分らしさ；自分は何者か，浮いていないか，疎外されていないかということ。
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表
1-
3-
1
子
供
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
ご
と
の
夫
婦
の
外
面
的
対
応
と
そ
の
対
応
の
在
り
方
負
担
子
供
の
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
ご
と
の
費
用
負
担
家
族
内
で
の
夫
婦
対
応
考
察
大
学
時
高
校
時
中
学
時
小
学
時
幼
稚
園
時
保
育
園
時
出
産
時
結
婚
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
親
の
外
面
的
な
側
面
注

）
【
外
面
性
】
〇
〇
〇
〇
・
性
的
な
関
係
を
持
ち
続
け
る
こ
と
が
，
二
人
の
関
係
を
維
持
す
る
上
で
必
須
。
あ
る
い
は
，
・
セ
ッ
ク
ス
レ
ス
で
も
う
ま
く
い
っ
て
い
る
夫
婦
は
共
通
の
趣
味
を
持
ち
，
同
時
に
別
の
世
界
と
友
人
関
係
を
持
つ
こ
と
を
認
め
合
う
友
愛
的
な
親
密
関
係
を
持
っ
て
い
る
。
大
学
へ
の
費
用
高
校
へ
の
費
用
中
学
校
へ
の
費
用
小
学
校
へ
の
費
用
幼
稚
園
へ
の
費
用
保
育
園
の
費
用
出
産
時
費
用
結
婚
に
関
す
る
費
用
（
結
婚
式
会
場
・
披
露
宴
な
ど
）
現
行
収
入
で
家
計
維
持
の
可
能
性
（
子
供
手
当
て
拡
大
の
是
非
⇒
必
要
）
現
行
収
入
で
家
計
維
持
の
可
能
性
（
子
供
手
当
て
拡
大
の
是
非
⇒
必
要
）
現
行
収
入
で
家
計
維
持
の
可
能
性
（
子
供
手
当
て
拡
大
の
是
非
⇒
必
要
）
現
行
収
入
で
家
計
維
持
の
可
能
性
（
子
供
手
当
て
拡
大
の
是
非
⇒
必
要
）
,
仕
事
と
子
育
て
の
両
立
現
行
収
入
で
家
計
維
持
の
可
能
性
（
子
供
手
当
て
拡
大
の
是
非
⇒
必
要
）
,
仕
事
と
子
育
て
の
両
立
現
行
収
入
で
家
計
維
持
の
可
能
性
（
子
供
手
当
て
拡
大
の
是
非
⇒
必
要
）
,
仕
事
と
子
育
て
の
両
立
現
行
収
入
で
家
計
維
持
の
可
能
性
（
子
供
手
当
て
拡
大
の
是
非
⇒
必
要
）
,
仕
事
と
子
育
て
の
両
立
現
行
収
入
で
家
計
維
持
の
可
能
性
（
子
供
手
当
て
拡
大
の
是
非
⇒
必
要
）
〇
〇
〇
〇
家
の
中
で
の
子
育
て
・
家
事
・
育
児
の
役
割
分
担
妻
，
専
業
主
婦
か
妻
の
勤
務
体
制
に
依
存
妻
，
専
業
主
婦
か
妻
の
勤
務
体
制
に
依
存
妻
，
専
業
主
婦
か
妻
の
勤
務
体
制
に
依
存
妻
，
専
業
主
婦
か
妻
の
勤
務
体
制
に
依
存
外
の
仕
事
と
家
の
中
の
子
育
て
の
両
立
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
ご
と
の
費
用
負
担
，
並
び
に
（
家
庭
内
の
仕
事
が
増
え
る
こ
と
か
ら
）
肉
体
的
負
担
も
増
大
す
可
能
性
が
大
き
い
(
図

参
照
)
。
子
供
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
（
≒
自
分
ら
し
さ
；
自
分
は
何
者
か
，
浮
い
て
い
な
い
か
，
疎
外
さ
れ
て
い
な
い
か
）
の
確
立
に
ど
う
か
か
わ
り
を
持
ち
，
協
力
し
た
か
？
子
供
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
（
≒
自
分
ら
し
さ
；
自
分
は
何
者
か
，
浮
い
て
い
な
い
か
，
疎
外
さ
れ
て
い
な
い
か
）
の
確
立
に
ど
う
か
か
わ
り
を
持
ち
，
協
力
し
た
か
？
子
供
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
（
≒
自
分
ら
し
さ
；
自
分
は
何
者
か
，
浮
い
て
い
な
い
か
，
疎
外
さ
れ
て
い
な
い
か
）
の
確
立
に
ど
う
か
か
わ
り
を
持
ち
，
協
力
し
た
か
？
家
事
・
子
育
て
の
役
割
分
担
；
必
要
送
迎
，
家
事
･
育
児
の
役
割
分
担
；
必
要
送
迎
，
家
事
・
育
児
の
役
割
分
担
；
必
要
出
産
時
休
暇
は
と
も
に
（
夫
・
妻
）
必
要
△
△
〇
◎
◎
◎
〇
企
業
か
ら
見
た
，
仕
事
と
の
両
立
，
勤
務
体
制
（
短
時
間
勤
務
制
度
,
残
業
の
自
粛
）
，
育
休
制
度
の
利
用
注

）
企
業
の
対
応
「
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
に
関
す
る
策
定
・
届
出
」
(
従
業
員
1
0
1
名
以
上
)
に
取
組
ん
で
い
る
。
「
認
定
マ
ー
ク
」
(
く
る
み
ん
，
プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
)
の
使
用
。
「
女
性
の
活
動
両
立
支
援
総
合
サ
イ
ト
」
の
運
用
を
公
表
。
「
仕
事
と
家
庭
が
両
立
で
き
る
家
庭
」
を
表
彰
（
例
；
「
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
経
営
企
業
，
イ
ク
メ
ン
企
業
ア
ワ
ー
ド
，
イ
ク
ボ
ス
ア
ワ
ー
ド
」
等
と
し
て
）
（
内
閣
府
，
2
0
1
7
，
1
9
1
-
1
9
3
ペ
ー
ジ
）
両
立
支
援
等
助
成
金
支
給
・
短
時
間
勤
務
支
援
助
成
金
両
立
支
援
等
助
成
金
支
給
・
短
時
間
勤
務
支
援
助
成
金
・
育
休
復
帰
復
帰
プ
ラ
ン
ナ
ー
実
施
の
中
小
企
業
に
助
成
金
支
給
〇
〇
負
担
か
給
付
両
立
支
援
助
成
（
短
時
間
勤
務
助
成
金
，
事
業
所
内
保
育
施
設
設
置
・
運
営
な
ど
支
援
助
成
金
）
（
厚
生
労
働
省
，
2
0
1
1
，
1
0
2
，
1
0
4
，
1
9
1
ペ
ー
ジ
)
児
童
手
当
児
童
手
当
/
就
園
奨
励
事
業
児
童
手
当
給
付
児
童
手
当
，
高
校
生
へ
の
就
学
支
援
(
内
閣
府
，
2
0
1
6
，
1
1
8
ペ
ー
ジ
)
公
的
対
応
△
△
〇
◎
◎
◎
◎
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
「
く
る
み
ん
マ
ー
ク
」
（
子
育
て
サ
ポ
ー
ト
企
業
の
認
定
）
利
用
の
許
可
注

）
就
学
支
援
児
童
手
当
，
学
費
無
償
児
童
手
当
，
学
費
無
償
◎
：
特
に
必
要
，
特
に
該
当
，
○
：
必
要
，
該
当
，
△
：
や
や
必
要
，
や
や
該
当
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表
1-
3-
2
子
供
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
ご
と
の
夫
婦
の
内
面
的
対
応
と
そ
の
対
応
の
在
り
方
夫
婦
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
（
な
ら
び
に
一
致
し
た
楽
し
み
，
相
手
（
夫
婦
間
）
へ
の
安
寧
・
気
遣
い
）
と
役
割
分
担
・
協
力
（
夫
が
「
話
を
聞
い
て
く
れ
る
」
か
，
妻
に
用
事
が
あ
る
時
は
「
子
供
を
世
話
し
て
く
れ
る
」
か
，
子
育
て
は
「
楽
し
み
か
ス
ト
レ
ス
か
？
」
，
子
供
の
生
活
よ
り
自
分
の
生
活
の
ほ
う
が
大
切
か
，
子
育
て
す
る
の
が
大
変
そ
う
，
き
ち
ん
と
し
た
子
供
に
育
て
ら
れ
る
か
自
信
が
な
い
，
自
分
や
夫
婦
だ
け
の
時
間
が
取
れ
な
い
等
(
内
閣
府
，
2
0
1
6
，
3
3
ペ
ー
ジ
)
）
家
庭
内
考
察
大
学
時
高
校
時
中
学
時
小
学
時
幼
稚
園
時
保
育
園
時
出
産
時
結
婚
子
供
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
親
の
内
面
的
事
柄
【
内
面
性
】
〇
〇
〇
〇
「
友
人
間
で
互
い
に
子
供
を
世
話
し
あ
う
機
会
が
あ
る
」
か
，
周
囲
，
祖
父
母
と
の
関
係
。
ラ
イ
フ
・
イ
ベ
ン
ト
ご
と
に
家
庭
の
た
め
の
講
習
会
聴
講
の
義
務
の
必
要
性
に
つ
い
て
は
，
現
実
の
家
庭
で
起
こ
っ
て
い
る
状
況
を
説
明
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
納
得
さ
れ
る
。
・
左
記
事
項
可
能
性
あ
り
・
基
本
的
信
頼
感
と
安
心
感
は
培
わ
れ
た
か
。
・
左
記
事
項
可
能
性
あ
り
・
基
本
的
信
頼
感
と
安
心
感
は
培
わ
れ
た
か
。
・
左
記
事
項
可
能
性
あ
り
・
基
本
的
信
頼
感
と
安
心
感
は
培
わ
れ
た
か
。
左
記
事
項
可
能
性
あ
り
，
左
記
事
項
可
能
性
あ
り
，
そ
の
他
，
幼
稚
園
の
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き
な
い
。
左
記
事
項
可
能
性
あ
り
，
そ
の
他
，
保
育
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き
な
い
。
出
産
時
に
関
し
て
の
話
合
い
結
婚
式
会
場
・
披
露
宴
に
関
し
て
の
話
合
い
可
能
性
有
り
可
能
性
有
り
可
能
性
有
り
可
能
性
有
り
可
能
性
有
り
可
能
性
有
り
可
能
性
有
り
夫
婦
間
の
不
一
致
，
悩
み
，
不
安
，
コ
ン
フ
リ
ク
ト
の
可
能
性
⇒
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
必
要
性
〇
〇
〇
〇
職
場
で
の
ト
ラ
ブ
ル
（
性
別
を
理
由
と
す
る
差
別
，
間
接
差
別
，
妊
娠
・
出
産
な
ど
を
理
由
と
す
る
不
利
益
取
り
扱
い
，
セ
ク
シ
ャ
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
な
ど
）
企
業
に
お
け
る
実
施
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
上
司
の
理
解
が
あ
る
か
；
育
児
休
暇
や
早
期
時
間
退
出
の
協
力
が
あ
る
か
？
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
企
業
へ
の
出
前
講
義
，
父
親
向
け
の
家
庭
教
育
に
関
す
る
講
座
の
実
施
企
業
へ
の
出
前
講
義
，
父
親
向
け
の
家
庭
教
育
に
関
す
る
講
座
の
実
施
企
業
へ
の
出
前
講
義
，
父
親
向
け
の
家
庭
教
育
に
関
す
る
講
座
の
実
施
企
業
へ
の
出
前
講
義
，
父
親
向
け
の
家
庭
教
育
に
関
す
る
講
座
の
実
施
企
業
へ
の
出
前
講
義
，
父
親
向
け
の
家
庭
教
育
に
関
す
る
講
座
の
実
施
企
業
へ
の
出
前
講
義
，
父
親
向
け
の
家
庭
教
育
に
関
す
る
講
座
の
実
施
夫
婦
が
協
力
し
て
家
事
育
児
を
実
施
す
る
大
切
さ
に
つ
い
て
保
護
者
が
理
解
を
深
め
ら
れ
る
よ
う
支
援
し
て
い
る
。
内
閣
府
(
2
0
1
6
)
地
域
に
お
け
る
取
組
高
校
の
公
民
科
，
家
庭
科
特
別
活
動
，
学
校
教
育
に
お
け
る
男
女
相
互
関
係
の
理
解
と
協
力
を
教
え
る
，
職
業
生
活
や
社
会
参
加
に
お
い
て
男
女
が
対
等
な
構
成
員
で
あ
る
こ
と
，
男
女
が
協
力
し
て
家
族
の
一
員
と
し
て
役
割
を
果
た
し
て
家
庭
を
築
く
こ
と
の
重
要
性
に
つ
い
て
指
導
（
内
閣
府
，
2
0
1
6
）
。
公
的
支
援
負
担
か
給
付
男
性
の
育
児
休
暇
促
進
，
男
性
の
育
児
参
加
促
進
（
厚
生
労
働
省
，
2
0
1
1
，
1
7
2
ペ
ー
ジ
)
〇
〇
〇
負
担
か
給
付
育
児
休
業
法
（
子
育
て
期
間
中
の
働
き
方
の
見
直
し
）
の
適
用
：
父
親
も
子
育
て
が
で
き
る
働
き
方
の
実
現
〇
〇
〇
負
担
か
給
付
健
康
診
断
受
診
に
よ
っ
て
夫
婦
間
で
相
手
の
健
康
を
心
配
す
る
。
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
(
注
)

）
良
好
な
関
係
例
，
負
担
・
ス
ト
レ
ス
へ
の
対
応
例
。
(
注
)

）
厚
生
労
働
省
，
2
0
1
1
の
1
9
1
ペ
ー
ジ
。
(
注
)

）
厚
生
労
働
省
，
2
0
1
1
の
1
8
9
ペ
ー
ジ
。
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表
1-
3-
3
子
供
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
ご
と
の
夫
婦
の
内
面
・
外
面
的
課
題
点
両
方
の
対
応
の
在
り
方
(
注
)


）
内
田
（
2
0
1
6
）
参
照
。
(
出
所
)
厚
生
労
働
省
(
2
0
1
1
)
『
厚
生
労
働
白
書
社
会
保
障
の
検
証
と
展
望
』
日
経
印
刷
株
式
会
社
，
内
閣
府
（
2
0
1
7
）
『
少
子
化
社
会
対
策
白
書
（
平
成
2
9
年
版
）
』
日
経
印
刷
株
式
会
社
，
1
3
5
-
1
9
3
ペ
ー
ジ
。
内
閣
府
（
2
0
1
6
）
『
少
子
化
社
会
対
策
白
書
（
平
成
2
8
年
版
）
』
日
経
印
刷
株
式
会
社
，
1
0
8
-
1
1
8
ペ
ー
ジ
。
厚
生
労
働
省
（
2
0
1
7
）
『
平
成
2
9
年
版
厚
生
労
働
白
書
』
日
経
印
刷
株
式
会
社
，
1
8
3
-
1
8
5
，
1
9
8
-
2
1
2
ペ
ー
ジ
。
内
閣
府
(
2
0
1
6
)
『
少
子
化
社
会
対
策
白
書
（
平
成
2
7
年
版
）
』
1
0
0
-
1
0
5
，
1
1
8
ペ
ー
ジ
。
対
策

；
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
多
く
す
る
（
朝
，
寝
る
前
の
挨
拶
，
相
手
を
思
う
話
を
す
る
）
。
ま
ず
は
相
手
の
あ
る
が
ま
ま
を
受
け
入
れ
る
。
家
庭
内
考
察
大
学
時
高
校
時
中
学
時
小
学
時
幼
稚
園
時
保
育
園
時
出
産
時
結
婚
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
対
策
の
種
類
【
対
策
】
〇
〇
〇
〇
対
策

；
夫
婦
で
1
つ
の
（
一
致
し
た
）
目
標
を
持
つ
。
講
習
内
容
講
習
内
容
講
習
内
容
講
習
内
容
講
習
内
容
講
習
内
容
講
習
内
容
講
習
内
容
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
対
策

；
特
に
家
庭
内
仕
事
の
夫
婦
ア
ン
バ
ラ
ン
ス
に
つ
い
て
は
，
外
で
の
勤
務
（
収
入
・
勤
務
時
間
）
を
考
慮
し
た
夫
婦
の
話
し
合
い
が
必
要
。
〇
〇
〇
〇
対
策
	
；
同
室
で
の
就
寝
（
1
つ
の
ベ
ッ
ト
，
1
つ
の
布
団
で
の
就
寝
）
。
風
呂
は
一
緒
に
入
る
。
寝
室
や
ネ
グ
リ
ジ
ャ
の
工
夫
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
対
策


；
夫
婦
で
多
く
の
時
間
を
費
や
す
（
食
事
，
ｔ
ｖ
，
映
画
，
買
い
物
）
。
相
手
を
抱
き
し
め
る
注


）
。
手
を
つ
な
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府承認（認定）マーク（くるみん）があるかどうかが期待され問われる。
表 1-3-1 の10から14行目は「公的対応」の行である。政府は認定マークの使用許可を与え
ている。企業が子育てに取り組んでいる場合，基準を満たしていれば「くるみん・プラチナ
くるみん」を認証できるマークの使用を認めた（表 1-3-1 第行列目と11行列目に表
記）。そのように，子育てに取り組むインセンティブを政府は与えている。
また「公的対応」は，給付として，両立支援助成（短時間勤務助成金，事業所内保育施設
設置・運営など支援助成金)
11)
，法案化としては，育児休業法（子育て期間中の働き方の見
直し）を制定した。これらは，出産時から幼稚園時に集中している。
表 1-3-2 は，夫婦のやり取りとその対応のあり方をライフステージごとに，内面的に捉え
た表である。
表の第行列目には，夫が「話を聞いてくれる」か，妻に用事がある時は「子供を世話
してくれる」か，子育ては「楽しみかストレスか」，子供の生活より自分の生活のほうが大
切か，子育てするのが大変そう，きちんとした子供に育てられるか自信がない，自分や夫婦
だけの時間が取れない等，質問形式で訪ねている。これを「結婚」「出産時」「保育園時」
「幼稚園時」「小学時」「中学時」「高校時」「大学時」順に問うているが，望ましくありうべ
き形として質問している。
第
行列目左端には，その反対として，問題点，夫婦間の不一致，悩み，不安，コンフ
リクトを上げ，夫婦ライフステージでいつ頃発生しやすいのかを示した。
詳細なライフイベントの立場から，家族が要求し，ひいては施策の必要性があるものを体
系的な施策にできるかどうかについての考察は，表 1-3-3 で示した。すなわち，表 1-3-3
は，上記，表 1-3-1 ，1-3-2 の結果から強く求められる対策案である。上記表 1-3-1 ，1-3-2
で求められている項目が，図 1-1-1 ，1-1-2 でいかにアンバランスになっているかを，また
それらをつの省庁で統括していくべきかに向けて考察した。
表 1-3-1 ，1-3-2 の課題点の対象として，表 1-3-3 では対策から（表の第から行
列目）が挙げられる。すなわち，
対策；コミュニケーションを多くする（朝，寝る前の挨拶，相手を思う話をする）。ま
ずは相手のあるがままを受け入れる。
対策；夫婦でつの（一致した）目標を持つ。
対策；特に家庭内仕事の夫婦アンバランスについては，外での勤務（収入・勤務時間）
を考慮した夫婦の話し合いが必要。
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11) 「企業の対応」機関欄の行目で示したことを公的にも対応（政府が支援）している。
対策
；夫婦で多くの時間を費やす（食事，TV，映画，買い物）。相手を抱きしめる
（内田，2016）。手をつなぐ。
対策	；同室での就寝（つのベット，つの布団での就寝）。風呂は一緒に入る。寝室
やネグリジェの工夫。
対策；上記のすべてを解消するためには，これら複数を連携あるいは共有することによ
って，効率性を図ることである。そのためには家族の立場から考察すべきで政府が
つの省を創って行うべきであろう。
である。また，それらはどのライフステージで必要かに応じての取り組みを表の行・行
の12列目に考察として表記した。すなわち，
○ ライフイベントごとに家庭のための講習会の聴講の義務づけを検討する必要がある。
○ 自治体主催による「夫婦と家庭が円満になるための秘訣」のような講習会受講の義務付
けを検討する必要がある。この「講習会受講の義務付け」の必要性は，上の「内面性」と同
様に，現実の家庭で起こっている状況を説明することによって納得される。
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医療保険料（本人負担分)　　 医療費自己負担 学校教育費等の保護者負担 保育所・幼稚園費用負担
義務教育 高等学校 大学 保育所・幼稚園 出産関係・育児休業 子ども手当
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(出所) 筆者作成。
図 1-2 ライフ・ステージでみた出産〜就学時の負担と給付
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⑵ ライフステージごとの負担感とその対応の在り方
表 1-3-1 は外面性（のみ）を表すが，それらの費用や負担を分かりやすく示したのが図
1-2 である
12)
。
表 1-3-1 ，1-3-2 で示された負担（⇒要求）は，図 1-1-1 ，1-1-2 の施策状況ではいかにア
ンバランスにしか供給されていないのかを示した。図 1-2 中の横軸は第子の年齢，縦軸は
ゼロ水準より下の部分で負担額（万円），ゼロ水準より上の部分は，各家計に対する（外面
性の）政府による給付額（万円）（費用負担の支援）が示されている。図 1-2 で家計の負担
（横軸以下で表記）でみると，①学校教育（高校から大学）②出産時③幼稚園時（	〜歳）
④学校教育（小学から中学）⑤保育園児（〜
歳）の順で重いことが分かる。子供が	歳
から22歳までの両親の負担は重い。すなわち子供が幼稚園から大学まで学校教育費などの保
護者負担，保育所・幼稚園費用負担等，子供が大学を卒業するまでの費用負担（図中，ゼロ
以下で表記）がかかる。この時期（歳から22歳まで）の政府給付（図中，ゼロ以上で表
記）は，子育て支援・義務教育・高校・大学時の助成として支援されている。したがって，
出産時から子供が大学を卒業するまでは，公私ともに費用負担は重くなっている。
図 1-3 のゼロ水準以下は，図 1-2 に加える部分，子供の養育の他の両親本人の義務となる
税金や年金，医療，介護の保険料などの自己負担合計分を示している。就業期間中の60歳ま
では特
・
に
・
重く，61から65歳まではや
・
や
・
重い負担となっている。
上述のように表 1-3-1 で示した各家計の負担は，図 1-2 で示した（ゼロ以下で表記）が，
出産から大卒までその費用負担は重くのしかかっている。その他，内面的負担もこの期間
（ライフステージ）を中心に重いため（表 1-3-2 ），各ライフステージで夫婦はさまざまな役
割分担や，さまざまな問題へ取り組まなければならない。そのためにも，夫婦間のコミュニ
ケーションや協力の重要性が指摘される。これから子育て世代間においても，全世代内にお
いても，各家計負担の調整がなされているとは言い難い，
1-4 少子化回復の観点から体系的・順序付けられた法案化の必要性
⑴ アンバランスな施策から体系的な施策案の必要性
1-1から1-3までの検証結果，政府施策は無効性が少なく，重複額も小さかった。しかし，
全体的にバランスが取れていたかどうかという点では，外面性（夫婦の共有時間，保育，家
計収入)
13)
からも内面性（結婚の価値観，夫婦関係，子供を持つことの価値観)
14)
からも難し
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12) 表 1-3-1 中，第行の負担額（外面性部分）は図 1-2 中ゼロ以下部分で示される。
13) 図 1-1-1 参照のこと。
14) 図 1-1-2 参照のこと。
く体系性はみえない状況である。この意味では効率的ではなかったと言えよう。
このようなアンバランスな点から，より体系的な施策の構築が望まれる。
⑵ 法案化について体系的かつ順序付けられた施策案の必要性
過去における少子化に関わる法案化をみてみると英断（2007年12月）は見うけられるもの
の，必ずしも出産意図要因に適った項目を満たしているとは言えないことが分かった。
本稿でさらに詳しくみてみよう。「少子化社会対策基本法」（2003）に続く施策をみてみ
る。政府は，少子化社会対策基本法に基づく「少子化社会対策大綱」（2004年月）によっ
て，子供が健康に育ち，出産し，育成することに喜びを感じることができる社会への転換を
目指した。そして効果的な推進を行うために「子ども子育て応援プラン」（2004年12月）を
決定し，国や地方自治体や企業とともに計画的に取り組む目標を掲げた（内閣府，2010，
2011ab）。
2005年，人口動態の統計開始後，合計特殊出生率が過去最低となり，総人口も減少に転じ
た。そのことを受けて，政府は2007年12月少子化社会対策会議において「子供と家族を応援
する日本」〈以下，重点戦略〉をまとめ，ワーク・ライフ・バランスの実現とともに「親の
就労と子供の育成の両立」と「家族における子育て」を包括的に支援する仕組みを同時に進
めていくことが必要不可欠であることを示した。
2009年に子ども子育てビジョンワーキングチームを立ち上げ，2010年には「子ども・子育
てビジョン」が閣議決定された。国の取り組みとして，男性の子育て参加促進，労働時間の
短縮などの「仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し」「妊娠・出産の支援体制，周産期医
療体制を充実する取り組み」についての評価が低いことから，これらを見直す検討が進めら
れた（内閣府，2011ab）。
以上を検証してみると，法案化の具体的内容は，「子育て」「親の就労」と「子供の育成」
（ワーク・ライフ・プラン）「男性の子育て（参加促進）」「労働時間（の短縮）」「働き方の見
直し」「妊娠・出産の支援体制，周産期医療体制を充実する取り組み」についてであった
（内閣府，2011ab）。
これらは，出産意図要因，すなわち「a.夫婦が共有する時間」「b.保育者の存在」「c.家
計収入」「d.スペース」「e.結婚することの価値観」「f.内面的な夫婦関係」「g.子供を持つこ
との価値観」「h.心理的負担」「i.社会的支援」（表 1-1 参照）のうち，「a.夫婦が共有する時
間」「b.保育者の存在」「c.家計収入」「i.社会的支援に」に該当し，「d.スペース」「e.結婚
することの価値観」「f.内面的な夫婦関係」「g.子供を持つことの価値観」「h.心理的負担」
には含まれなかった。
次のライフステージ，出産のためには，政策自体，出産意図要因 a〜hにあてはまる施策
ごとに順序を整えて計画しなければならない。各政策は順序が立てられなければならない
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が，それが必ずしも成されているとは読み取れない。
．体系的な構築，政策実行の順序付け
ここからは，少子化問題だけではなく，社会保障制度全般について，同様に政策案が体系
的であるかどうか，順序付けられているかどうかを論点とする。そのためには，まず，現行
の政治過程をみてみる必要がある。さまざまな国民の要望，あるいは専門家の研究結果より
提出された案は複数存在するが，法案化に採択される頻度は実は少ない。俎上に載せられる
べき社会保障問題や少子化の問題点，それらの解決案は数多く存在する。現実に，それらの
解決案のいくつかは政策として正式に採用されている。しかし多くは，利用者が強く望んで
いても，議論の過程でふるい落とされる，あるいはそもそも議論すらされずに打ち捨てられ
ることも少なくない。言うまでもなく，議論の提案が決定の場に取り上げられなければ，提
案が受け入れられることはない
15)
。
したがって，何を検討するのか，議案決定の前段階の検討事項をどういう内容にするのか
が極めて重要となる──アジェンダ設定。
ある課題に対応が図られ，対応が政策として採用されるためには，まずその課題が政府の
アジェンダに載らなければならない。すなわち，政策決定者や政策決定に密接に関わり，政
府内外の人々が注意を払う論点，課題，因果関係に関する知見，代替案・解決策のリストに
載ることで政策決定させるためには，とりあえず俎上に載らなければならない
16)
。
アジェンダに載りやすくなるためには，その第段階として，問題が「体系的に構築され
ている」「政策の実行に順序がつけられている」解決案であるべきである。その可能性を見
出すために，以下では，達成されるべき枠組みを想定し，この枠組みを達成するために，提
案がこの枠組み内容を体系的に満たしているのか，さらにこの提案が採択された場合の順序
が決められるのかを検証する。
第段階として，政策決定まで，それら（枠組みが体系的かどうか，施策の順序を決めて
いるかどうか）を容易に進めるための方法を考える。逆に言えば複数の提出法案が選挙票獲
得のため，あるいは国民の要望が強すぎる場合，その順から取り上げられてはいないか，家
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15) 現実の政策過程においては，政策に投入できる財源や人員は限られている。政策決定者の時間や
注目といった資源も有限である。このため，政策決定システムが課題を処理できる容量に限界が生
じる。何について議論するのかの範囲や順序を決めることが，最終的に何が政策として採用される
かを左右することになる。
16) 政策の決定は（決定までは），
参考図 政策決定までの政策過程
アジェンダ設定 ⇒ 政策案策定 ⇒ 政策決定
の順でなされる。
族を見立てその観点から進められれば，体系性，順序性が整然と保たれる。すなわち，つ
の省が新設され，少子化や社会保障など家族に関わる案の構築など，政治過程を仕切るべき
ではなかろうか。
2-1 スムーズな議案成立のために──家族省の設立を目指して
社会保障制度（年金，医療，介護保険）政策を体系的で順序を持った政策案とするために
ここでは，現行の社会保障制度から出てくる問題点をまず挙げ，まとめる。これは，アジェ
ンダ設定が可能かどうかの前段階として重要な論点となる。
⑴ 社会保障制度改革の必要性
わが国では政府支出に占める社会保障の割合が大きく，さらに拡大する傾向をみせてい
る。このような状況において，社会保障はいったいどのような目的を持って，どのような役
割を果たしているのだろうか。それらの重要性を確認し，社会保障の現況とそこから出てき
た改革の方向性をみてみよう（佐藤，2017b）。
① 高齢化と経済の低成長期における社会保険料納付の問題点
【人口構成の変化と加入者生活の圧迫問題】
人口構成が変化し，少子・高齢化がさらに進むと，社会保険給付費がさらに厖大化し，減
少する現役世代（労使による負担）ではそれを賄えなくなるだろう。そうなると，社会保障
制度を維持することは困難となるばかりか，国民生活の安定を図る目的の社会保障が国民生
活を圧迫することになる。こうしたことから，少子・高齢化に対応した社会保障制度の改革
が急務である。
【非正規社員にも対応した制度構築の必要性】
バブル崩壊以降，経済の低迷が続いたにもかかわらず社会保障給付は増大し続けた。その
間賃金の伸び率や企業の収益率は低い水準にとどまり社会保険料収入に悪影響を及ぼした。
サラリーマンなどの間では，保険料負担がより重く意識されるようになり，未加入・未納者
が増えている。社会保険の財政上，既存の方式では，増大する給付を賄うことが困難になっ
ている。
社会保障は本来，常用雇用の世帯主が子供のいる一家を支えることを目的としてつくられ
た。しかし，現実は相対的に非正規社員が多くなっている。非正規社員が増えると，上述の
理由から，未加入・未納者が増加し，その本来の機能が働かなくなる。そのため，非正規社
員をも枠に入れた新たな制度づくりが求められる。
② 女性の働き方，高齢者の就業対応の必要性
【女性の働き方からの提言】
結婚から育児期にある女性は仕事を中断したり，辞めたりしている。このような状況か
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ら，
・フレックスタイム制の導入や年次有給休暇が，現実的に取得しやすいように促進される方
法，
・労使の自主的な取り組みを促進することによる，仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ
ランス）を推進する施策，
・女性が無理なく働ける社会を目指すため，勤務形態の改善に取り組む企業を支援すること
が急務になっている。
【社会保障給付の増大と就業意欲がある高齢者への対応】
わが国においては，社会保障制度の主要な項目，「年金」「医療」「介護保険」制度の改革
の趣旨は，増え続ける給付に対し，抑制する方向で進められたことである。しかし，これま
での改革だけでは社会保障給付費を抑制することができなかった。
医療と介護保険制度については，介護保険給付の需要が増加の一途をたどったため医療保
険給付と介護保険給付の伸び率の合計は，以前よりも増加した（佐藤，2017a）。
また，社会保障制度は，60歳以上の就業状況（無業であるか有業であるか）にも大きく影
響を与えている。2013年に希望者全員が65歳まで働ける制度
17)
が企業に義務付けられた。そ
の結果，希望者全員が働ける企業の割合は分程度になっている（2013年月日現在）。
就業希望者の分にが働けないでいる現在，働く意欲のある高年齢者が能力や経験を活か
し，働ける社会の実現に向けた取り組みが求められる（厚生労働省，2014）。
定年退職した高齢者の約70％が「定年後も働きたい」（2009年調査）と希望している（今
日の高齢者は一概に弱者と捉えるべきではないし，元気な富裕者が多くなっている）。シル
バー人材センターの登録数
18)
も長期的には増加傾向にある。
健康な高齢者が増え，富裕者も多くなっていることから，高齢者にもしっかり負担しても
らい，しっかり働いてもらう処方箋が必要である。しかし，高齢者といっても個人差が極め
て大きいことには注意を払う必要がある。
⑵ 社会保障制度改革を即急に進めるために──アジェンダ設定の必要性
ここでは，社会保障制度の議案と，それらを体系的に順序立てた案とすることは，簡単に
進めることができるのかどうかを検証する。社会保障制度改革を即急に進めるためには，上
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17) 「高年齢者などの雇用の安定などに関する法律の部を改正する法律」（2013年
月日）。
18) 1986（昭和61）年10月日に施行された『高年齢者などの雇用の安定などに関する法律』により
指定された団体で，シルバー人材センターとは高齢者が働くことを通して社会参加をし，自らの生
きがいの充実と健康の推進を図るとともに，活力ある地域社会づくりに貢献することを目的とする
もので「永年の経験や技能を活かして働きたい」「生きがいの充実をはかりたい」「いくらかの収入
を得たい」「社会の役に立ちたい」といった希望を出している。
述のように，アジェンダの設定が必要である。重要な案件を順序付けて早急に法案化できる
方法はないのかを考えてみる。まず，社会保障の問題を大きな観点で捉えると，年金・医
療・介護保険は生涯にわたる問題である。一方，少子化問題は女性では概して20歳前後から
40代に関わる問題，女性の働き方については（結婚後），概して20代から30代が主である。
このように，対応すべき年齢層がまちまちであるにも関わらず，挙げられる案について
は，その場その場で決められている。
体系的な順序を現行の限りある人材，限りある時間，限りある資源によって決定すること
になると，国民の重要な必要項目を確実に満たす案を作成することは至難の業である。
各政策案を立てる際において，重要な基準は，少子化問題においては出産意図要因を満
たす政策であるかどうか，女性労働問題においては衣・食・住・時間・収入を満たす政策に
なっているかどうか，年金・医療・介護，高齢者の問題についても，衣・食・住・時間・収
入という基準を満たす要件となっているのかどうか，について体系的にまとめた上で，重要
度をつけるべきだろう。これを実行し満たすことは至難の業である。
．家族省新設案
もし，つの省が設立され対応できるなら，これらの案件については熟知している人材と
時間を十分費やして議論できる。また医療と介護の療養効果の関連性は，他者庁より容易に
検証でき政策案を作成できる。
現実的に社会保障には国民の生命に関わること，身近な生活を保障する目的がある。その
ため，国民生活における課題に対しては，早急な施策が求められる。
人口の構成の変化，すなわち核家族化，単身世帯の増加に見合った社会保障制度案等を構
築し，法案化していくためには，アジェンダ設定 ⇒ 政策案策定 ⇒ 政策決定の過程を通過
させる必要がある。これらを，よりスムーズに行えるのは上述のようにつの省または庁が
ある場合である。
家庭にまつわる案件と法律の作成を容易に進め，アジェンダ設定をするためには，諸事案
は，ライフステージごとに，体系的に構築され，さらにつつの事案には，重要度の順位
が付されているべきである。そのようにして初めて，法案通過，政策案策定は効率的に運ば
れうる。それをより一層可能にならしめるのは，「家族省」の設立によってである。
「家族省」が設置されれば，被保険者（加入者）側が要望した課題の解決案
19)
，法案化は
家族省主体に進めそれらの案件を，年金・医療・介護等の保険者側との打診のもとに進める
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19) 家族・企業といつも関わりそこから考案した提言，例えば6.1で挙げた家族間・友人間でのコミ
ュニケーション能力の向上施策などが挙げられる。
ことが可能となる。家族省と保険者（運営主体）は，被保険者と給付について，解決案を体
系的・総合的に検討することが可能となる。
ちなみに，フランスの家族省を参考にすると，家族政策の例としての子育て支援は，政府
が多様な国民のニーズを，家族会議を通してすくい上げ，必要な政策はただちに実行されて
いる。行政機関相互の連携および行政機関と議会との連携がうまくいっている例である（神
尾，2007）。
ドイツ政府による「第次家族報告書」（連邦家族高齢者青少年女性省，2006）には，こ
れまでの手厚い児童手当の支給を中心とする育児支援から，家庭と職業の両立支援を中心と
する包括的な家族政策への転換が示されている。新しい家族政策は，再配分政策（有子家庭
の経済的負担への支援），インフラ政策（保育制度等の整備），時間政策（両親が子どもとと
もに過ごす時間の確保）のつの柱を軸とするものであり，地域や企業における子育て支援
への取り組みがそれを補強している。家族形態の多様化や家族機能の変化に対応して，政府
の強力な主導のもと，性別役割分業に基づく家族観からの脱却が図られようとしている（魚
住，2007）。
結 論
先行研究において，少子化対策に向けた諸施策は，バランスのとれたものにするにはきわ
めて難しいことが理解できた。すなわち，少子化対策や子供のいる家庭への援助，待機児童
など保育に関わる施策は進められているものの，内面的な夫婦関係に関わる施策，特に心理
的負担，結婚することの価値観，夫婦が共有する時間についての施策は手薄であった。
本研究では，少子化対策や社会保障対策が，効率的に進められたかどうかを検討した。政
府政策が体系的であるのか，施策の実現に順序付けがなされているのかどうか，政策の実現
のために無駄や重複があるのか，ないのか，法案化の過程がスムーズであるのかを効率性と
して検証した。
その結果少子化対策については，先行研究の結果どおり，政府施策は無効性が少なく，重
複額も小さかった。しかし，全体的にバランスが取れていたかどうかという点では，外面性
（夫婦の共有時間，保育，家計収入)
20)
からも，内面性（結婚の価値観，夫婦関係，子供を持
つことの価値観)
21)
からも評価は低く，体系性に欠けていた。この意味では効率が悪い施策
だったと言える。
社会保障対策については，少子・高齢化の進行，非正規社員の増加，女性のワーク・ライ
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20) 図 1-1-1 参照のこと。
21) 図 1-1-2 参照のこと。
フ・バランス問題，高齢者の就業問題に対応した改革は，一筋縄で進めるのは至難の業であ
ると言えた。
これらは家族にまつわる案件である。諸事案の解決は，家族の側からは，ライフステージ
ごとに施策されるべきである。政治過程において，さまざまな案件とその法律作成をスムー
ズに進めるためには，体系的に構築され，さらにつつの解決案には，重要度の順位が付
されているべきである。そのようにして初めて，効率的なアジェンダ設定がなされ，法案通
過，可決はスムーズに運ばれうる。家族のことについてのアジェンダ設定をスムーズの進め
うる方法は，「家族省」の設立によってである。
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